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議論が収束した事項の法令改正イメージ 
令和３年 10 月８日 

緊急事案対策室・検査グループ 
 
経緯 
 これまでの公開会合にて議論が収束した事項について、原子力規制委員会で
の議論を経て、法令改正の方向性が定まった。現在、さらに内部で議論をしてお
り、今後の変更の可能性もあるが、現時点での法令改正のイメージは以下のとお
り。 
 
議論が収束した事項の法令改正のイメージ 
 
１．事業規則の改正を伴うもの（以下の①～③） 
①報告書の提出期日 

原子力規制検査で、事業者の法令報告事象に対する対応に合理的な理由な
く遅滞が生じないことを監視したうえで、以下のイメージで関係の事業規則
等の改正を検討中。 

実用炉規則第 134 条の例 
改正イメージ 改正前 

（事故故障等の報告） 
第百三十四条 法第六十二条の三の

規定により、発電用原子炉設置者
（旧発電用原子炉設置者等を含
む。次条及び第百三十六条におい
て同じ。）は、次の各号のいずれ
かに該当するときは、その旨を直
ちに、その状況の詳細が判明した
ときにはその状況及びそれに対す
る処置を遅滞なく、原子力規制委
員会に報告しなければならない。 

（事故故障等の報告） 
第百三十四条 法第六十二条の三の

規定により、発電用原子炉設置者
（旧発電用原子炉設置者等を含
む。次条及び第百三十六条におい
て同じ。）は、次の各号のいずれ
かに該当するときは、その旨を直
ちに、その状況及びそれに対する
処置を十日以内に原子力規制委員
会に報告しなければならない。 
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実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則第１３４条及び研究開発段階
発電用原子炉の設置、運転等に関する規則第１２９条の運用について（訓令）
の例 

改正イメージ 改正前 
I 運用の基本的な考え方 
（略） 
２．発電用原子炉設置者は、事象が

実用炉報告基準又は研究開発段階
炉報告基準の各号のいずれかに該
当するときは、その旨を原子力規
制委員会（以下「委員会」という。）
に直ちに報告するものとする。 

また、その状況の詳細について
判明したとき、遅滞なく報告書に
取りまとめて委員会宛てに提出す
るものとする。ここで「その状況
及びそれに対する処置」とは、事
象の状況に関する事実関係とその
発生原因の調査結果、再発防止の
ための対策等をいい、「その状況の
詳細が判明したとき」とは、品質
マネジメントシステムの運用のな
かで、再発防止のための対策等が
定まったときをいう。 

なお、発電用原子炉設置者が、
委員会に対する報告の前に当該事
象について公表すること（関係機
関に対し、その時点で判明してい
る事象の経緯及び状況、措置の内
容及び工程等の連絡を行うととも
に、プレス発表、ホームページ掲
載等により対外的に公にするこ
と）自体を妨げるものではない。 

 
Ⅱ 報告基準の各号について 

実用炉報告基準の各号の目的、

I 運用の基本的な考え方 
（略） 
２．発電用原子炉設置者は、事象が

実用炉報告基準又は研究開発段階
炉報告基準の各号のいずれかに該
当するときは、その旨を原子力規
制委員会（以下「委員会」という。）
に直ちに報告するものとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
なお、発電用原子炉設置者が、

委員会に対する報告の前に当該事
象について公表すること（関係機
関に対し、その時点で判明してい
る事象の経緯及び状況、措置の内
容及び工程等の連絡を行うととも
に、プレス発表、ホームページ掲
載等により対外的に公にするこ
と）自体を妨げるものではない。 

 
Ⅱ 報告基準の各号について 

実用炉報告基準の各号の目的、
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語句、文章の解釈及び運用上の留
意点は次のとおりであり、研究開
発段階炉については特段の記載
がない限りこれを準用する。 

以下の記載中、規則の規定を引
用する部分においては実用炉報
告基準を用いるが、第２号、第３
号、第７号、第８号及び第１２号
については、それぞれ該当する研
究開発段階炉報告基準の規定に
読み替えることが必要である。 

語句、文章の解釈及び運用上の留
意点は次のとおりであり、研究開
発段階炉については特段の記載
がない限りこれを準用する。 

以下の記載中、規則の規定を引
用する部分においては実用炉報
告基準を用いるが、第２号、第３
号、第７号、第８号及び第１２号
については、それぞれ該当する研
究開発段階炉報告基準の規定に
読み替えることが必要である。 

なお、実用炉報告基準及び研究
開発段階炉報告基準（以下「報告
基準」という。）の「その状況及び
それに対する処置」とは、事象の
状況に関する事実関係とその発
生原因の調査、再発防止のための
対策等をいう。 
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②制御棒の過挿入事象 

以下のイメージで実用炉規則の改正を検討中。 
※研開炉については、研開炉規則第 129 条第 13 号の対象となる研開炉がな
いことから、実用炉規則に併せて以下と同じ内容の改正を検討中。 

実用炉規則第 134 条第 13 号 
改正イメージ 改正前 

十三 挿入若しくは引抜きの操作を
現に行っていない制御棒が当初の
管理位置（保安規定に基づいて発
電用原子炉設置者が定めた制御棒
の操作に係る文書において、制御
棒を管理するために一定の間隔に
基づいて設定し、表示することと
されている制御棒の位置をいう。
以下同じ。）から他の管理位置に移
動し、若しくは当該他の管理位置
を通過して動作したとき。ただし、
燃料体が炉心に装荷されていない
ときを除く。 

十三 挿入若しくは引抜きの操作を
現に行っていない制御棒が当初の
管理位置（保安規定に基づいて発
電用原子炉設置者が定めた制御棒
の操作に係る文書において、制御
棒を管理するために一定の間隔に
基づいて設定し、表示することと
されている制御棒の位置をいう。
以下同じ。）から他の管理位置に移
動し、若しくは当該他の管理位置
を通過して動作したとき又は全挿
入位置（管理位置のうち制御棒が
最大限に挿入されることとなる管
理位置をいう。以下同じ。）にある
制御棒であって挿入若しくは引抜
きの操作を現に行っていないもの
が全挿入位置を超えて更に挿入さ
れる方向に動作したとき。ただし、
燃料体が炉心に装荷されていない
ときを除く。 
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③事象発生の旨のみ報告を受け、詳細の報告を求めない事象 
以下のイメージで事業規則の改正を検討中。 

実用炉規則第 134 条第３号 
改正イメージ 改正前 

三 発電用原子炉設置者が、安全上
重要な機器等又は常設重大事故
等対処設備に属する機器等の点
検を行った場合において、当該安
全上重要な機器等が技術基準規
則第十七条若しくは第十八条に
定める基準に適合していないと
認められたとき、当該常設重大事
故等対処設備に属する機器等が
技術基準規則第五十五条若しく
は第五十六条に定める基準に適
合していないと認められたとき
又は発電用原子炉施設の安全を
確保するために必要な機能を有
していないと認められたとき。た
だし、蒸気発生器伝熱管一次側に
おけるローラ拡管部から発生し
た応力腐食割れによるものであ
り、かつ、類する事象が過去に発
生しており、それに対する処置が
明らかであるときは、当該事象の
状況及びそれに対する処置の報
告を要しない。 

 

三 発電用原子炉設置者が、安全上
重要な機器等又は常設重大事故
等対処設備に属する機器等の点
検を行った場合において、当該安
全上重要な機器等が技術基準規
則第十七条若しくは第十八条に
定める基準に適合していないと
認められたとき、当該常設重大事
故等対処設備に属する機器等が
技術基準規則第五十五条若しく
は第五十六条に定める基準に適
合していないと認められたとき
又は発電用原子炉施設の安全を
確保するために必要な機能を有
していないと認められたとき。 
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実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則第１３４条及び研究開発段階
発電用原子炉の設置、運転等に関する規則第１２９条の運用について（訓令） 

改正イメージ 改正前 
 

三 （略） 

（略） 
３．運用上の留意点 
①～⑥ （略） 
⑦本号のただし書きにある「蒸気発

生器伝熱管一次側におけるロー
ラ拡管部から発生した応力腐食
割れによるものであり、かつ、類
する事象が過去に発生しており、
それに対する処置が明らかであ
るとき」とは、例えば、平成３０
年９月１２日に、関西電力株式会
社より本号に該当するとして事
象発生の旨の報告がなされた高
浜発電所３号機における蒸気発
生器伝熱管の損傷である。このよ
うな事象は、その発生原因が特定
されれば、再発防止のための対策
等が既に確立されているため、事
象発生の旨の報告のみ求めるも
のである。 

 

 
三 （略） 

（略） 
３．運用上の留意点 
①～⑤ （略） 
（新設） 
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使用規則第６条の 10 第２号 

改正イメージ 改正前 
二 使用施設等の故障があつた場

合において、当該故障に係る修理
のため特別の措置を必要とする
場合であつて、核燃料物質の使用
等に支障を及ぼしたとき。ただ
し、核燃料物質等を限定された区
域に閉じ込める機能に関する使
用施設等の故障があった場合で、
核燃料物質等を限定された区域
に閉じ込める機能を喪失しなか
つた、又は喪失するおそれがなか
つたときは、当該事象の状況及び
それに対する処置の報告を要し
ない。 

三 使用施設等の故障により、核燃
料物質等を限定された区域に閉
じ込める機能、外部放射線による
放射線障害を防止するための放
射線の遮蔽機能若しくは使用施
設等における火災若しくは爆発
の防止の機能を喪失し、又は喪失
するおそれがあつたことにより、
核燃料物質の使用等に支障を及
ぼしたとき。 

二 使用施設等の故障があつた場
合において、当該故障に係る修理
のため特別の措置を必要とする
場合であつて、核燃料物質の使用
等に支障を及ぼしたとき。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
三 使用施設等の故障により、核燃

料物質等を限定された区域に閉
じ込める機能、外部放射線による
放射線障害を防止するための放
射線の遮蔽機能若しくは使用施
設等における火災若しくは爆発
の防止の機能を喪失し、又は喪失
するおそれがあつたことにより、
核燃料物質の使用等に支障を及
ぼしたとき。 
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核燃料物質の使用等に関する規則第６条の１０及び核原料物質の使用に関す
る規則第５条の運用について（訓令） 

改正イメージ 改正前 
 

二 （略） 

（略） 
３．運用上の留意点 
①～③ （略） 
④ 本号のただし書きにある「ただ

し、核燃料物質等を限定された
区域に閉じ込める機能に関す
る使用施設等の故障があった
場合で、核燃料物質等を限定さ
れた区域に閉じ込める機能を
喪失しなかつた、又は喪失する
おそれがなかつたとき」とは、
例えば、令和２年４月１３日
に、国立大学法人東北大学より
より本号に該当するとして事
象発生の旨の報告がなされた
東北大学金属材料研究所附属
量子エネルギー材料科学国際
研究センターにおける研究棟
排気筒倒壊である。このような
事象については、使用に支障を
及ぼしたものの、閉じ込め機能
といった安全機能に影響がな
かったため、事象発生の旨の報
告のみ求めるものである。 

 

 
二 （略） 

（略） 
２．運用上の留意点 
①～③ （略） 
（新設） 
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２．事業規則の改正を伴わないもの（以下の④、⑤） 
④点検中に発生した損傷 

以下のイメージで関係の法令報告解釈の改正を検討中 
実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則第１３４条及び研究開発段階
発電用原子炉の設置、運転等に関する規則第１２９条の運用について（訓令） 

改正イメージ 改正前 
 
三 （略） 

（略） 
３．運用上の留意点 
① 当該安全上重要な機器等又は

常設重大事故等対処設備に属す
る機器等の使用前確認が終了し、
使用前確認証の交付以降のもの
を対象とする。 

 
 
 
② 当該安全上重要な機器等又は

常設重大事故等対処設備に属す
る機器等を工学的に使用し得る
期間に損傷が存在していないの
であれば、安全上の影響はないの
で報告対象外である。例えば、点
検対象となっている機器等にて
発生した損傷のうち、点検等の行
為により発生させたことが明白
で、他の機器等に影響がなく、事
業者の作業管理に原因がある場
合は報告対象外となる。また、こ
こで「明白」とは例えば以下のよ
う場合である。 
○損傷原因となる行為を行った

者の自覚があるとき。 
○損傷原因となる行為を他の者

 
三 （略） 

（略） 
３．運用上の留意点 
① 当該安全上重要な機器等又は

常設重大事故等対処設備に属す
る機器等の使用を開始して以降
のものを対象とする。したがっ
て、当該安全上重要な機器等又は
常設重大事故等対処設備に属す
る機器等の工事中に発生した損
傷については対象としない。 

（新設） 
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が目撃していたとき。 
〇損傷原因となる行為が映像に

より確認できるとき。 
③～⑦ （略） 

 
 
 
②～⑥ （略） 

 
 

 
⑤表現の適正化等 

これまで公開会合で受けた意見を踏まえ、以下のイメージで法令報告解釈の
改正を検討中。 

（１）平成 31 年４月５日の面談資料の内容 
 平成 31 年４月５日の面談資料（参考１）の内容のうち、特定重大事故

等対処施設及び重大事故等対処設備が主要な原子炉施設に含まれる旨
を追記。 

 
実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則第１３４条及び研究開発段階
発電用原子炉の設置、運転等に関する規則第１２９条の運用について（訓令） 

改正イメージ 改正前 
 
二 （略） 

 
 
１．目的 

発電用原子炉施設の故障を原
因とする発電用原子炉の運転の
停止又は出力変化については、当
該故障が安全に影響を及ぼすも
のである可能性があることから、
報告を求めるものである。 

 
２．語句・文章の解釈 
① 「発電用原子炉の運転」：発電用

原子炉が臨界の状態にあること
をいい、通常の運転のほか試運転
及び調整運転が含まれる。 

② 「発電用原子炉施設」：実用炉規

 
二 （略） 

 
 
１．目的 

発電用原子炉施設の故障を原
因とする発電用原子炉の運転の
停止又は出力変化については、当
該故障が安全に影響を及ぼすも
のである可能性があることから、
報告を求めるものである。 

 
２．語句・文章の解釈 
① 「発電用原子炉の運転」：発電用

原子炉が臨界の状態にあること
をいい、通常の運転のほか試運転
及び調整運転が含まれる。 

② 「発電用原子炉施設」：実用炉規
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則第３条第１項第２号ハからヌ
又は研究開発段階炉規則第３条
第１項第２号ハからヌに該当す
る施設及び実用発電用原子炉及
びその附属施設の位置、構造及び
設備の基準に関する規則（平成２
５年原子力規制委員会規則第５
号）第２条第２項に規定する重大
事故等対処設備及び特定重大事
故等対処施設を含む。 
（参考）「発電用原子炉施設」に含
まれる主要施設 
・原子炉本体 
・核燃料物質の取扱施設及び貯蔵

施設 
・原子炉冷却系統施設 
・計測制御系統施設 
・放射性廃棄物の廃棄施設 
・放射線管理施設 
・原子炉格納施設 
・その他原子炉の附属施設（非常

用電源設備、常用電源設備等） 
・特定重大事故等対処施設及び重

大事故等対処設備等 
原子炉本体からタービン系統ま
での設備及び原子炉建屋、原子炉
補助建屋、タービン建屋、廃棄物
処理建屋及び海水熱交換器建屋
等の建屋を含む。 

③～④ （略） 

則第３条第１項第２号ハからヌ
又は研究開発段階炉規則第３条
第１項第２号ハからヌに該当す
る施設をいう。 

 
 
 
 
 
 

（参考）「発電用原子炉施設」に含
まれる主要施設 
・原子炉本体 
・核燃料物質の取扱施設及び貯蔵

施設 
・原子炉冷却系統施設 
・計測制御系統施設 
・放射性廃棄物の廃棄施設 
・放射線管理施設 
・原子炉格納施設 
・その他原子炉の附属施設（非常

用電源設備、常用電源設備等） 
 
 
原子炉本体からタービン系統ま
での設備及び原子炉建屋、原子炉
補助建屋、タービン建屋、廃棄物
処理建屋及び海水熱交換器建屋
等の建屋を含む。 

③～④ （略） 
 
 
（参考１）実用炉規則第１３４条の運用について（訓令）の解釈等について＜抄＞ 

（１）「発電用原子炉施設」の定義に対する、ＳＡ設備の考え方について 
重大事故等対処設備は、発電用原子炉施設（発電用原子炉及びその附属施設）に含ま

れる。 
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（参考２）関連の事業者意見（（原子炉等規制法に基づく法令報告の運用改善（事業者意

見））【2021 年 2 月 1 日】発電用原子炉設置事業者 より抜粋） 
・原子力規制庁事故対処室との面談資料「実用炉規則 134 条の運用について（訓令）

の解釈等について（平成 31 年 4 月 5 日）」を、訓令に取り込んでいただきたい。 
・当該「実用炉規則 134 条の運用について（訓令）の解釈等について（平成 31 年 4 月

5 日）」は、法令報告に係る解釈・運用について従前の訓令を補足するものとして、
規制及び事業者側にて認識を共有したものであり、法令報告判断に際して訓令と合
わせて活用している。今回の法令報告運用改善を機に、解釈や運用の総括的な整理・
理解のため、訓令への取り込み、統合を検討いただきたい。 

  
 
（２）実用炉、試験炉法令報告解釈４号のただし書きにある消火活動によっ

て、３号の安全機能が喪失した場合の考え方追記 
 事業者意見（参考３）を踏まえ、消火活動によって故障が発生した安全

上重要な機器等に求められる性能等を考慮して判断する旨を追記。 
 

実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則第１３４条及び研究開発段階
発電用原子炉の設置、運転等に関する規則第１２９条の運用について（訓令） 

改正イメージ 改正前 
 
三 （略） 

 
 
（略） 
３．運用上の留意点 
①～⑦ （略） 
⑧次号のただし書きを適用する場

合において、本号に該当するかに
ついては、当該故障が発生した安
全上重要な機器等又は常設重大
事故等対処設備に属する機器等
について、許認可等に基づき火災
時に求められる機能等を考慮し
判断する。 

 

 
三 （略） 

 
 
（略） 
３．運用上の留意点 
①～⑥ （略） 
（新設） 
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四 火災により安全上重要な
機器等又は常設重大事故等
対処設備に属する機器等の
故障があったとき。ただし、
当該故障が消火又は延焼の
防止の措置によるときを除
く。 

 
 

四 火災により安全上重要な
機器等又は常設重大事故等
対処設備に属する機器等の
故障があったとき。ただし、
当該故障が消火又は延焼の
防止の措置によるときを除
く。 

 

 
（参考３）関連の事業者意見（（原子炉等規制法に基づく法令報告の改善について 別紙）

【2021 年 2 月 1 日】日本原子力研究開発機構 安全・核セキュリティ統括部 より抜
粋） 
・訓令の「Ⅱ 試験炉報告基準の各号について」の「四 火災による安全上重要な機器

等の故障があったとき。ただし、当該故障が消火又は延焼の防止の措置によるときを
除く。」について、消火等による機器故障は除外とあるが、消火等により、安全機能
に影響を及ぼした、又は、及ぼす恐れがある場合（例：安全系の制御系統の消火によ
る機能喪失）は、「三 安全上重要な機器等の故障により必要な機能を有していない
と認められるとき。」に抵触すると思われる。たとえ消火等の行為であっても、安全
機能への影響により、必ずしも除外されないことは明確にした方が良いのではない
か。 

 
 


